
第14期　決算公告

平成２１年６月２６日

東京都港区芝三丁目２３番１号

中央三井アセット信託銀行株式会社

取締役社長　川合　正

（単位：百万円)

科      目 金   額 科      目 金   額

16,429 152

預 け 金 16,429 当 座 預 金 2

89,162 そ の 他 の 預 金 150

国 債 88,946 93,000

株 式 216 7,397

35,227 未 払 法 人 税 等 2,468

前 払 費 用 125 未 払 費 用 2,299

未 収 収 益 8,127 前 受 収 益 72

未 収 金 10,388 預 金 利 子 税 等 預 り 金 1,385

前 払 年 金 費 用 15,069 そ の 他 の 負 債 1,170

そ の 他 の 資 産 1,516 365

582 193

建 物 265 101,109

その他の有形固定資産 317

3,311 11,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,991 21,246

その他の無形固定資産 320 資 本 準 備 金 21,246

1,261 12,620

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,620

繰 越 利 益 剰 余 金 12,620

44,866

0

0

44,866

145,975 145,975

貸借対照表（平成２１年３月３１日現在）

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金有 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

コ ー ル マ ネ ー

負 債 の 部 合 計

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

預 金現 金 預 け 金

資 本 金

有 価 証 券

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

その他有価証券評価差額金



（単位：百万円）

科              目 金              額

47,641

38,527

482

479

3

8,593

1

8,591

37

37

30,169

517

504

12

11,781

95

11,686

17,851

19

19

17,472

4

4

17,467

7,282

△ 212

7,070

10,397

有 価 証 券 利 息 配 当 金

預 け 金 利 息

経       常       収       益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

受 入 為 替 手 数 料

経       常       費       用

資 金 調 達 費 用

コ ー ル マ ネ ー 利 息

借 用 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

固 定 資 産 処 分 損

税  引  前  当  期  純  利  益

法  人  税  等  調  整  額
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法   人   税   等   合   計

当        期       純       利        益

そ の 他 の 経 常 費 用

経       常       利       益

特       別       損       失

平成２０年４月　１日から
平成２１年３月３１日まで

損益計算書



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格

等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動

平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、

全部純資産直入法により処理しております。 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建 物   10年～50年 

その他    3年～ 8年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償却する方法

を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

３. 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当事業年度末は

年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているた

め前払年金費用として計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以

下のとおりであります。 

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から損益処理 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員

及び執行役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生してい

ると認められる額を計上しております。 

４. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

                



注記事項 

（貸借対照表関係） 

１. 担保に供している資産は、為替決済、資金決済等の担保として有価証券 88,946百万円を

差し入れているほか、信託業法等に基づき現金預け金25百万円を差し入れております。ま

た、その他の資産のうち敷金は908百万円であります。 

２. 有形固定資産の減価償却累計額     1,511 百万円 

３. 1株当たり純資産額  74,777円14銭                             

４. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭債務は

ありません。 

５. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務はありません。 

６. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。剰余金の配当をする場

合には、会社法第445条第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰

余金の配当により減少する剰余金の額に5分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準

備金として計上する必要があります。但し、当該剰余金の配当をする日における資本準備

金又は利益準備金の額が当該日における資本金の額以上である場合は、資本準備金及び利

益準備金何れも積み増しを要しないため、当事業年度における当該剰余金の配当に係る利

益準備金の計上額はございません。 

７. 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は

27.55％であります。 

 

                



（損益計算書関係） 

１. 関係会社との取引による費用 

役務取引等に係る費用総額      502百万円 

２. 1株当たり当期純利益金額        17,328円67銭 

 

                



（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「株式」が含まれております。 

１. その他有価証券で時価のあるもの             （平成21年3月31日現在） 

 取得原価 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

評価差額 うち益 うち損 

（百万円） （百万円） （百万円） 

債券 88,946 88,946 0 13 13

 国債 88,946 88,946 0 13 13

合計 88,946 88,946 0 13 13

 （注）1.貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計

上したものであります。 

    2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

２. 時価評価されていない有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成21年3月31日現在） 

 金額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 216 

３. その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（平成21年3月31日現在） 

 1年以内 1年超5年以

内 

5年超10年以

内 

10年超 

（百万円） （百万円） 

（百万円） （百万円） 

債券 88,946 - - - 

 国債 88,946 - - - 

合計 88,946 - - - 

 

（金銭の信託関係） 

  該当ありません。 

 

                



 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり

ます。 

繰延税金資産 

退職給付引当金                       2,061百万円 

減価償却限度超過額                      518 

未払事業税                           197 

賞与引当金                          148 

その他                            223 

繰延税金資産合計                       3,150 

 

繰延税金負債 

退職給付信託設定益                     1,329 

その他有価証券評価差額金                     0 

その他                            558

繰延税金負債合計                       1,888 

 

繰延税金資産の純額                      1,261百万円 

 

                


